
最終更新⽇︓2011年3⽉31⽇

産業構造審議会通商政策部会不公正貿易政策・措置調査⼩委員会（第13回）-議事要旨

⽇時︓平成21年5⽉27⽇（⽔曜⽇）13時〜13時40分
 場所︓経産省国際会議室（経産省本館17階⻄3）

出席者

委員

松下委員⻑、⽯⿊副委員⻑、猪本委員代理、⼤川委員、⻲井委員、川合委員、古城委員、⼩寺委員、坂元委員、佐久間委員、須網委員、末
委員、⻑野委員、藤原委員、松本委員、藪内委員

経済産業省

鈴⽊通商機構部⻑、宗像通商機構部参事官、⽶⾕国際法務室⻑、服部通商機構部参事官補佐、吉⽥国際法務室⻑補佐

主な議論

1． 2009年版報告書案について

2009年版報告書案について、事務局より、不公正貿易報告書案の作成のこれまでの経緯と資料編について、報告書案に基づいて説明した。
これに対して委員から特段の質疑もなく、不公正貿易報告書は事務局提案の報告書案が⼩委員会の報告書として採択され、⼩委員会終了
後、公表されることとなった。

2．「経済産業省の取組⽅針」及び「保護主義を巡る動向と経済産業省の対応」について

「経済産業省の取組⽅針」について資料に基づき事務局から概要を説明するとともに、「保護主義を巡る動向と経済産業省の対応」につい
て、資料に基づき事務局より説明した。「保護主義を巡る動向と経済産業省の対応」について、委員からは、明確にWTO⾮整合的な措置
と、WTO⾮整合的ではないが保護主義に関わる措置として資料で指摘されている措置との関係について、より明確に整理すべきとの意⾒が
⽰された。これに対して事務局からは、保護主義に関わる措置として指摘される措置は措置毎に千差万別であるが、⾃由貿易を阻害するよ
うな措置については是正が必要であり、措置の正否を判断する意図ではなく、きちんと監視を⾏っていくべきとの考え⽅に基づき整理を⾏
っているとの説明があった。

問い合わせ先

経済産業省通商政策局国際法務室
 電話︓03-3580-6596

 FAX︓03-3501-1450

関連リンク

不公正貿易政策・措置調査⼩委員会

http://www.meti.go.jp/
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_1/13.html#meti0004532

